
住宅瑕疵担保責任保険・一般瑕疵担保責任保険

保険内容のご案内
万が一のときでも安心の保険 !

この保険は、株式会社日本住宅保証検査機構（以下「JIO」といいます。）が
保険の引受けを行う、住宅瑕疵担保履行法に基づく保険です。

商品名称

住宅瑕疵担保責任保険　通称「1号保険※」

一般瑕疵担保責任保険　通称「2号保険※」

このご案内は、新築住宅を取得されるお客様（以下「住宅取得者」といいます。）
に対して、その住宅に付保される「JIOわが家の保険」の重要な事項を説明した
ものです。

引渡後に住宅事業者よりお渡しする「保険付保証明書」もあわせてご確認くださ
い。ご不明な点については、最終ページに記載の【JIOお問合わせ先】までお問
い合わせください。

チェック欄

チェック欄

対象となる保険について、
下記のいずれかのチェック欄に「○」印を入れてください。

【お問合わせ先】
公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター 住まいるダイヤル 0570-016-100（ナビダイヤル）

一部のIP電話からは、03-3556-5147をご利用ください。

・  住宅事業者または住宅取得者の上記サービスの利用のため、JIOは、保険の
引受けにあたり知り得た住宅事業者または住宅取得者の個人情報を含む情
報や物件情報を住宅紛争処理支援センターへ提供します。

・ JIOは、この紛争処理において指定住宅紛争処理機関からの意見照会があっ
たときは意見を提出します。

・JIOは、原則として提示された調停案を受け入れるものとします。

⃝住宅紛争処理支援センターへの無料相談

⃝住宅事業者との間で紛争が生じた場合、全国の指定住宅紛争処理機関（単位弁護士会）
の紛争処理（調停など）を利用することができます。単位弁護士会は全国に52会あり、
簡単な手続きと安価な費用（１回１万円・非課税）で調停等を利用することができます。

※一部の保険付き住宅は申請料が異なる場合があります。 詳しくは住まいるダイヤルま
でお問い合わせください。

⃝申請手続きには保険付保証明書が必要となります。

⃝住宅取得者がJIOへ直接保険金の請求を行った場合の住宅取得者とJIOの間で生じた紛
争のあっせん、調停または仲裁についても指定住宅紛争処理機関に申し立てることがで
きます。

⃝指定住宅紛争処理機関（弁護士会）による紛争処理

保険対象住宅の住宅取得者は、下記の制度がご利用いただけます。

チェック欄 特約条項 概要

故意・重過失特約条項 住宅取得者が宅建業者である場合を除いて、自動的に付帯されます。住宅事業者等の故意・
重過失により生じた事故による損害でも、住宅事業者が倒産等の場合は2,000万円を限度に
保険金をお支払いします。

共同企業体による住宅の供給
に関する特約条項

共同企業体（JV）により供給される住宅に付帯します。住宅取得者による直接請求は、「JV
参加全事業者」が倒産等の場合となります。

分離発注による住宅の供給に
関する特約条項

分離発注により供給される住宅に付帯します。保険の手続き以外、住宅事業者は単独別個に
住宅取得者に対して瑕疵担保責任を負うため、住宅取得者が事故を発見した時には該当工事
の住宅事業者へ連絡を行い、その住宅事業者が倒産等の場合、直接請求となります。

組合施行による市街地再開発
事業およびマンション建替事
業特約条項

市街地再開発事業およびマンション建替事業で住宅を供給する場合に付帯します。建設工事
請負契約において住宅事業者が権利床取得者に対しても保険付保証明書に記載されている「取
得者」と同等の瑕疵担保責任を負うことを約している場合、組合が解散した日以降は、権利
床取得者を取得者に含めます。

共同企業体を含む分離発注に
よる住宅の供給に関する特約
条項

分離発注により供給される住宅で、請け負う住宅事業者の一部が共同企業体（JV）である場
合に付帯します。分離発注のうちJVで請け負った部分の瑕疵については、直接請求は「JV参
加全事業者」が倒産等の場合となります。

転売特約条項 保険期間中に保険付保証明書に記載されている「取得者」（以下、本欄において「第一取得者」）
が保険対象住宅を譲渡＊した場合の取り扱いに関する特約です。住宅事業者の任意で付帯する
ことができ、保険期間中に追加で付帯することも可能です。
住宅事業者（被保険者）が第一取得者から譲渡を受けた人（以下、本欄において「転得者」）
に対し、第一取得者に負うのと同等の瑕疵担保責任を負うことを約して、JIO所定の手続きが
必要です。
この特約により、住宅事業者が転得者の請求により瑕疵担保責任を履行したときも保険金支
払いの対象となり、住宅事業者が倒産等の場合には転得者からJIOに直接保険金を請求するこ
とができます。
保険金の支払限度額は、被保険者、第一取得者および転得者に支払った金額を通算して保険
付保証明書記載の金額とします。
＊転売や贈与などによる譲渡を指し、相続による譲渡にはこの特約を適用しません。

不同沈下上乗せ特約条項 この保険の対象となる事故のうち、基礎または基礎ぐいの瑕疵に起因して対象住宅に不同沈
下（対象住宅の不均一な沈下をいいます。）が発生した場合（以下「不同沈下事故」といいます。）
にお支払いする保険金に関する特約です。
特約付帯には、対象住宅の規模や事業者の登録状況等のJIO所定の条件があります。
保険契約ごとの支払限度額は、不同沈下事故と不同沈下事故以外の事故に支払う保険金を通
算して戸建住宅においては5,000万円、共同住宅においては1住戸あたり3,000万円とします。
不同沈下事故以外の事故の支払限度額は、保険付保証明書記載の保険金額を限度とします。
不同沈下事故に係る損害に限り、P.2 4.お支払いする保険金の内容   の損害調査費用の支払

限度額については戸建住宅（1住宅あたり）「50万円」を「200万円」と読み替えます。また、P.3 
5.免責金額・縮小てん補割合  の「縮小てん補割合の80％」とあるのは「縮小てん補割合の

80％（ただし、不同沈下事故に係る費用または損害賠償金については100％）」と読み替えます。
ただし、この特約が付帯されていても、故意・重過失による不同沈下事故については、
P.3　⃝故意・重過失の場合における取扱い　の通りです。

⃝下記の特約が付帯される場合のみ、該当する項目です。

⃝JIOの経営が破綻した等により保険法人の指定を取り消された場合には、
　国土交通大臣が指定する保険法人にその保険等の業務の全部が引き継がれます。

⃝住宅事業者または住宅取得者の個人情報は、JIOが公開しているプライバシーポリシーに
従い取り扱います。

⃝JIOのプライバシーポリシーは、JIOホームページ（https://www.jio-kensa.co.jp）を
ご参照いただくか、JIOまでお問い合わせください。

事故が発生した場合の手続き

紛争処理に関する事項

この保険に関するお問合せ・連絡窓口（JIO）

保険対象事故に該当すると思われる不具合を発見した場合は、ただちに住宅事業者へご連絡ください。
住宅事業者が倒産等の場合により連絡がとれないときは、JIOへご連絡ください。

カタログ記載内容：2023年12月現在　記載内容は予告なく変更される場合があります。

SN1008-15 （2023.12）

住宅取得者向けの「保険付保証明書」は住宅事業者からの保険証券発行申請に基づき、保険証券と
あわせて発行します。住宅事業者よりお受け取りいただき、大切に保管してください。

〒101-0041  東京都千代田区神田須田町2-6ランディック神田ビル4F
TEL:03-6859-4800（代表）

※1号保険は、住宅瑕疵担保履行法に定める建設業者・宅建業者の資力確保義務に対応する保険です。
　2号保険は、上記資力確保義務がない場合に加入いただける保険です。

受付時間：月～金 10：00 ～ 17：00 （土、日、祝休日、年末年始を除く）

重要事項説明書
住宅取得者の皆様へ  重要なお知らせです

住宅取得者様用
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住宅取得者

住宅紛争処理支援センター
（公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター）

売買契約等売買契約等

指定住宅紛争処理機関（弁護士会）
によるあっせん・調停・仲裁

支援

住宅事業者瑕疵担保責任瑕疵担保責任

相
談
・
助
言

相
談
・
助
言

申請 申請

紛争

▪JIOお問合わせ先 JIOお客様相談室

この保険に関するお問合わせ・ご相談・苦情等や保険対象事故発生時に住宅事業者が倒産等の場合に
より連絡がとれないときは、JIOへご連絡ください。

TEL : 03-6861-9210 受付時間：月～金 9：00 ～ 17：00
（休日、年末年始を除く）

〇



1 2 3

・戸建住宅
　引渡日から10年間

・共同住宅で1住棟の引き渡しの場合（賃貸アパート等）
　引渡日から10年間

・共同住宅で住戸ごとの引き渡しの場合
　（分譲マンション等 区分所有される住宅）
　【保険の始期】各住戸の引渡日
　【保険の終期】建設工事完了日から11年を経過した日

建設期間 保険期間：10年

工事
完了日

工事
完了日

引渡日 10年後

【工事完了日から引渡日までの期間】
1号保険の場合は1年以内
2号保険の場合は2年以内

住戸Aの保険期間
住戸A引渡日

住戸B引渡日

11年後

【工事完了日から引渡日までの期間】
1号保険の場合は1年以内
2号保険の場合は2年以内

住戸Bの保険期間
建設期間

保険期間の
イメージ

保険期間の
イメージ

⃝以下の費用のうち、JIOが事前に必要かつ妥当と認めた額を保険金としてお支払いします。

①修補費用＊ …………………………………… 材料費、労務費等の事故を修補するために直接必要な費用
＊修補以外の方法（修補以外による履行の追完、代金減額、報酬返還、解除、損害賠償）により瑕疵

担保責任に基づいて支出すべき費用（仮にその事故を修補した場合にかかる費用を限度とします。）
も含みます。

②仮住居費用・転居費用………………………  対象住宅の事故の修補のために、居住者が一時的な移転を余儀なくされたこと
によって生じる仮住居費用および転居費用

③損害調査費用…………………………………  対象住宅に事故が発生したことにより修補が必要となる場合に、修補が必要な
範囲、修補の方法や金額を確定するための調査に必要な費用

※住宅事業者に保険金をお支払いする場合は、上記のほかに「求償権保全費用」についても
　お支払いの対象となります。

項目 支払限度額

「1住宅」または「1住戸」あたりの
支払限度額（保険期間につき）

□ 2,000万円　　□ 3,000万円　　□ 4,000万円　　□ 5,000万円

※住宅取得者が宅建業者である場合を除いて、「故意・重過失特約」が自動的に付帯されます。
（P.3「故意・重過失の場合における取扱い」参照）

▪保険契約ごとの支払限度額

※ 「故意・重過失特約」によりJIOが住宅取得者に直接保険金をお支払いする場合は、仮住居費
用・転居費用および損害調査費用については、それぞれ上記 下線部の金額を保険期間を通じ
ての支払限度額とします。

※共同住宅の場合は、2,000万円のみ（1住戸あたり）

ただし、次の費用については「1回の事故」あたり下記の記載金額を限度とします。

項目 支払限度額

仮住居費用・転居費用 50万円（1住宅または1住戸あたり）

損害調査費用

戸建住宅
（1住宅あたり）

50万円または修補金額の10％のいずれか小さい額
ただし、修補金額が100万円未満で調査費用が10万円以上の場合は10万円

共同住宅
（1住棟あたり）

200万円または修補金額の10％のいずれか小さい額
ただし、修補金額が100万円未満で調査費用が10万円以上の場合は10万円

⃝共同住宅の共用部分に対するお支払いについて
共同住宅の中に保険の対象とならない住戸等（店舗、事務所等の非居住部分を含みます。）がある
場合、共用部分に生じた事故による損害については、 4.お支払いする保険金の内容  に記載してい
る①③の費用に住棟全体の専有部分の床面積に対する保険付保住宅の専有部分の床面積の割合を
乗じてお支払いします。
※区分所有されない共同住宅では、区分所有される共同住宅であったとした場合の専有部
　分に相当する部分（住戸）をみなし専有部分とし、専有部分を「みなし専有部分」と読み替えます。

⃝この保険契約では、免責金額や縮小てん補割合が次のとおり設定されています。

免責金額（1回の事故につき） 10万円（ 戸建住宅：1住宅あたり、共同住宅：1住棟あたり ）

縮小てん補割合
80％
ただし、住宅事業者の倒産等の場合によりJIOが住宅取得者に直接お支払いするときは100％

住宅取得者にお支払いする場合 お支払いする保険金　＝　保険の対象となる損害の合計額　ー　免責金額10万円

⃝次に掲げる事由により生じた損害に対しては、保険金をお支払いいたしません。

⃝故意・重過失の場合における取扱い

用語 説明

住宅瑕疵担保履行法 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成19年法律第66号）をいいます。

瑕疵
住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第2条第5項に規定する

「瑕疵」＊をいいます。
＊種類または品質に関して契約の内容に適合しない状態をいいます。

住宅事業者 保険対象住宅の請負人または売主をいいます。

住宅事業関係者
対象住宅に係る設計、建設工事、工事監理、地盤調査、地盤補強工事を行う者であって、
住宅事業者以外の者をいいます。

1. 保険のしくみ 3. 保険期間 5. 免責金額・縮小てん補割合

6. 保険金をお支払いできない場合（免責事由）

4. お支払いする保険金の内容2. 保険対象となる事故

⃝  住宅事業者を被保険者とする保険です。

⃝住宅事業者が建設工事の着工前に保険を申し込み、JIOは
保険の引受けにあたり検査を実施します。（JIOの検査は保
険引受けの可否を確認するための検査です。）

⃝ 2.保険対象となる事故  に記載のような事故が生じた場合
は、JIOは住宅事業者が瑕疵担保責任を履行するための修
補等にかかった費用または損害賠償金を保険金として住宅
事業者にお支払いします。

⃝対象住宅に事故が発生し、住宅事業者の倒産や廃業等によ
り相当の期間を経過しても修補等の瑕疵担保責任が履行さ
れない場合（以下「倒産等の場合」といいます。）は住宅
取得者からJIOへ直接保険金を請求することができます。

・住宅事業者、住宅取得者、住宅事業関係者またはこれ
らの者と雇用契約のある者の故意または重大な過失

・対象住宅の著しい不適正使用（住宅設計・施工基準を
上回る負荷により生じた損害または用途変更を含みま
す。）または著しく不適切な維持管理（定期的に必要と
される修繕を怠った場合を含みます。）

・洪水、台風、暴風、暴風雨、竜巻、豪雨等の自然現象
または火災、落雷、爆発、暴動等の偶然または外来の
事由または重量車両、鉄道等の通行による振動等

・土地の沈下・隆起・移動・振動・軟弱化・土砂崩れ、土
砂の流入または土地造成工事

・地震もしくは噴火またはこれらによる津波

・対象住宅の虫食い もしくはねずみ食い、対象住宅の性
質による結露または事故によらない対象住宅の劣化

・瑕疵に起因して生じた傷害、疾病、死亡、後遺障害や
対象住宅以外の財物の滅失もしくは き損または対象住
宅や財物の使用の阻害

・JIOまたは住宅事業者がこの保険の引受けにあたり不適
当であることを指摘したにもかかわらず、住宅取得者
が採用させた設計・施工方法もしくは資材等の瑕疵

・対象住宅に関する請負契約または売買契約締結時にお
いて実用化されていた技術では予防することが不可能
な現象

・対象住宅引渡し後の増築・改築・修補（事故の修補も
含みます。）の工事またはそれらの工事部分の瑕疵。修
補工事以外の方法による責任の履行に対してJIOが保険
金を支払った事故の発生した部分および原因となった
瑕疵も同様とします。

・対象住宅に採用された工法に伴い、通常生じうる雨水
の浸入・すきま・たわみ等の事象

・戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装
反乱その他これらに類似の事変または暴動

・核燃料物質（使用済燃料を含みます。）もしくは核燃料
物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含み
ます。）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこ
れらの特性

・石綿もしくはその代替物質またはそれらを含む製品が
有する発がん性その他の有害な特性

この保険契約には、「故意・重過失特約」が自動付帯され
ます（住宅取得者が宅建業者の場合は除きます。）。この
特約により、住宅事業者等＊の故意または重大な過失によ
り生じた事故による損害（以下「故意・重過失損害」と
いいます。）が生じた場合は、住宅事業者の倒産等の場合
にかぎり保険金の支払対象となり、住宅取得者に対して
直接保険金をお支払いします。故意・重過失損害に対し
てお支払いする保険金の限度額は保険期間を通じ、故意・
重過失損害以外の事故による損害に対してお支払いする
保険金と通算して、2,000万円とします。

ただし、故意・重過失損害に対してJIOが支払いを受ける
「住宅購入者等救済基金」からの再保険金の額が制限され
る場合は、JIOが支払うべき保険金の額について、その再
保険金の額を限度とします。

＊ ｢住宅事業者等」とは下記の者をいいます。
　① 住宅事業者
　② 住宅事業関係者 
　③ 上記の ① または ② と雇用契約のある者

⃝ 保険期間は、引渡日を始期として原則10年間です。
　引渡日の午前0時に始まり、10年後の午後12時に終わります。

⃝対象住宅の保険対象部分＊の瑕疵に起因して構造耐力上主
要な部分が基本的な構造耐力性能を満たさない場合または
雨水の浸入を防止する部分が防水性能を満たさない場合を

「事故」といいます。
＊構造耐力上主要な部分および雨水の浸入を防止する部分をいいます。

⃝対象住宅に事故が発生し、住宅事業者が住宅取得者に対し
て瑕疵担保責任を履行することによって生じる損害につい
て保険金をお支払いします。

⃝ 住宅事業者が倒産等の場合は、住宅取得者からJIOに直接
保険金を請求することができます。この場合、JIOがお支
払いする保険金は住宅事業者に対してお支払いしたものと
みなします。

3修補等
住宅事業者（被保険者） 住宅取得者

①保険
　申込

2事故の
通知

4保険金
支払

保険金の
直接請求

保険金
支払

②検査

③保険
　契約

1修補等の請求

倒産等の
場合

事故

JIO

■木造（軸組工法）住宅の例 ■鉄筋コンクリート造（壁式工法）住宅の例
雨水の浸入を防止する部分　構造耐力上主要な部分

基礎

斜材

柱
壁
横架材

小屋組
屋根版

土台

床版

雨水の浸入を防止する部分構造耐力上主要な部分

基礎杭
基礎

壁

屋根版 屋根

排水管※

※屋根もしくは外壁
の内部または屋内
にある部分

屋根

外壁
外壁 開口部
開口部

床版

※1号保険の場合、工事完了日から1年以内に売買契約され、工事完了日から1年を経過し
て引き渡された住戸の保険期間は、引渡日から10年間となります。

※1号保険でお申込みの場合でも、工事完了日から引渡日までの期間が2年以内の物件は、
2号保険に変更できる場合があります｡

住宅事業者様へ 該当する契約内容に「○」印を入れてください。

保険金支払額の計算式（1回の事故につき）※住宅事業者の倒産等の場合によりJIOが住宅取得者に直接保険金をお支払いするとき
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・戸建住宅
　引渡日から10年間

・共同住宅で1住棟の引き渡しの場合（賃貸アパート等）
　引渡日から10年間

・共同住宅で住戸ごとの引き渡しの場合
　（分譲マンション等 区分所有される住宅）
　【保険の始期】各住戸の引渡日
　【保険の終期】建設工事完了日から11年を経過した日

建設期間 保険期間：10年

工事
完了日

工事
完了日

引渡日 10年後

【工事完了日から引渡日までの期間】
1号保険の場合は1年以内
2号保険の場合は2年以内

住戸Aの保険期間
住戸A引渡日

住戸B引渡日

11年後

【工事完了日から引渡日までの期間】
1号保険の場合は1年以内
2号保険の場合は2年以内

住戸Bの保険期間
建設期間

保険期間の
イメージ

保険期間の
イメージ

⃝以下の費用のうち、JIOが事前に必要かつ妥当と認めた額を保険金としてお支払いします。

①修補費用＊ …………………………………… 材料費、労務費等の事故を修補するために直接必要な費用
＊修補以外の方法（修補以外による履行の追完、代金減額、報酬返還、解除、損害賠償）により瑕疵

担保責任に基づいて支出すべき費用（仮にその事故を修補した場合にかかる費用を限度とします。）
も含みます。

②仮住居費用・転居費用………………………  対象住宅の事故の修補のために、居住者が一時的な移転を余儀なくされたこと
によって生じる仮住居費用および転居費用

③損害調査費用…………………………………  対象住宅に事故が発生したことにより修補が必要となる場合に、修補が必要な
範囲、修補の方法や金額を確定するための調査に必要な費用

※住宅事業者に保険金をお支払いする場合は、上記のほかに「求償権保全費用」についても
　お支払いの対象となります。

項目 支払限度額

「1住宅」または「1住戸」あたりの
支払限度額（保険期間につき）

□ 2,000万円　　□ 3,000万円　　□ 4,000万円　　□ 5,000万円

※住宅取得者が宅建業者である場合を除いて、「故意・重過失特約」が自動的に付帯されます。
（P.3「故意・重過失の場合における取扱い」参照）

▪保険契約ごとの支払限度額

※ 「故意・重過失特約」によりJIOが住宅取得者に直接保険金をお支払いする場合は、仮住居費
用・転居費用および損害調査費用については、それぞれ上記 下線部の金額を保険期間を通じ
ての支払限度額とします。

※共同住宅の場合は、2,000万円のみ（1住戸あたり）

ただし、次の費用については「1回の事故」あたり下記の記載金額を限度とします。

項目 支払限度額

仮住居費用・転居費用 50万円（1住宅または1住戸あたり）

損害調査費用

戸建住宅
（1住宅あたり）

50万円または修補金額の10％のいずれか小さい額
ただし、修補金額が100万円未満で調査費用が10万円以上の場合は10万円

共同住宅
（1住棟あたり）

200万円または修補金額の10％のいずれか小さい額
ただし、修補金額が100万円未満で調査費用が10万円以上の場合は10万円

⃝共同住宅の共用部分に対するお支払いについて
共同住宅の中に保険の対象とならない住戸等（店舗、事務所等の非居住部分を含みます。）がある
場合、共用部分に生じた事故による損害については、 4.お支払いする保険金の内容  に記載してい
る①③の費用に住棟全体の専有部分の床面積に対する保険付保住宅の専有部分の床面積の割合を
乗じてお支払いします。
※区分所有されない共同住宅では、区分所有される共同住宅であったとした場合の専有部
　分に相当する部分（住戸）をみなし専有部分とし、専有部分を「みなし専有部分」と読み替えます。

⃝この保険契約では、免責金額や縮小てん補割合が次のとおり設定されています。

免責金額（1回の事故につき） 10万円（ 戸建住宅：1住宅あたり、共同住宅：1住棟あたり ）

縮小てん補割合
80％
ただし、住宅事業者の倒産等の場合によりJIOが住宅取得者に直接お支払いするときは100％

住宅取得者にお支払いする場合 お支払いする保険金　＝　保険の対象となる損害の合計額　ー　免責金額10万円

⃝次に掲げる事由により生じた損害に対しては、保険金をお支払いいたしません。

⃝故意・重過失の場合における取扱い

用語 説明

住宅瑕疵担保履行法 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成19年法律第66号）をいいます。

瑕疵
住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第2条第5項に規定する

「瑕疵」＊をいいます。
＊種類または品質に関して契約の内容に適合しない状態をいいます。

住宅事業者 保険対象住宅の請負人または売主をいいます。

住宅事業関係者
対象住宅に係る設計、建設工事、工事監理、地盤調査、地盤補強工事を行う者であって、
住宅事業者以外の者をいいます。

1. 保険のしくみ 3. 保険期間 5. 免責金額・縮小てん補割合

6. 保険金をお支払いできない場合（免責事由）

4. お支払いする保険金の内容2. 保険対象となる事故

⃝  住宅事業者を被保険者とする保険です。

⃝住宅事業者が建設工事の着工前に保険を申し込み、JIOは
保険の引受けにあたり検査を実施します。（JIOの検査は保
険引受けの可否を確認するための検査です。）

⃝ 2.保険対象となる事故  に記載のような事故が生じた場合
は、JIOは住宅事業者が瑕疵担保責任を履行するための修
補等にかかった費用または損害賠償金を保険金として住宅
事業者にお支払いします。

⃝対象住宅に事故が発生し、住宅事業者の倒産や廃業等によ
り相当の期間を経過しても修補等の瑕疵担保責任が履行さ
れない場合（以下「倒産等の場合」といいます。）は住宅
取得者からJIOへ直接保険金を請求することができます。

・住宅事業者、住宅取得者、住宅事業関係者またはこれ
らの者と雇用契約のある者の故意または重大な過失

・対象住宅の著しい不適正使用（住宅設計・施工基準を
上回る負荷により生じた損害または用途変更を含みま
す。）または著しく不適切な維持管理（定期的に必要と
される修繕を怠った場合を含みます。）

・洪水、台風、暴風、暴風雨、竜巻、豪雨等の自然現象
または火災、落雷、爆発、暴動等の偶然または外来の
事由または重量車両、鉄道等の通行による振動等

・土地の沈下・隆起・移動・振動・軟弱化・土砂崩れ、土
砂の流入または土地造成工事

・地震もしくは噴火またはこれらによる津波

・対象住宅の虫食い もしくはねずみ食い、対象住宅の性
質による結露または事故によらない対象住宅の劣化

・瑕疵に起因して生じた傷害、疾病、死亡、後遺障害や
対象住宅以外の財物の滅失もしくは き損または対象住
宅や財物の使用の阻害

・JIOまたは住宅事業者がこの保険の引受けにあたり不適
当であることを指摘したにもかかわらず、住宅取得者
が採用させた設計・施工方法もしくは資材等の瑕疵

・対象住宅に関する請負契約または売買契約締結時にお
いて実用化されていた技術では予防することが不可能
な現象

・対象住宅引渡し後の増築・改築・修補（事故の修補も
含みます。）の工事またはそれらの工事部分の瑕疵。修
補工事以外の方法による責任の履行に対してJIOが保険
金を支払った事故の発生した部分および原因となった
瑕疵も同様とします。

・対象住宅に採用された工法に伴い、通常生じうる雨水
の浸入・すきま・たわみ等の事象

・戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装
反乱その他これらに類似の事変または暴動

・核燃料物質（使用済燃料を含みます。）もしくは核燃料
物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含み
ます。）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこ
れらの特性

・石綿もしくはその代替物質またはそれらを含む製品が
有する発がん性その他の有害な特性

この保険契約には、「故意・重過失特約」が自動付帯され
ます（住宅取得者が宅建業者の場合は除きます。）。この
特約により、住宅事業者等＊の故意または重大な過失によ
り生じた事故による損害（以下「故意・重過失損害」と
いいます。）が生じた場合は、住宅事業者の倒産等の場合
にかぎり保険金の支払対象となり、住宅取得者に対して
直接保険金をお支払いします。故意・重過失損害に対し
てお支払いする保険金の限度額は保険期間を通じ、故意・
重過失損害以外の事故による損害に対してお支払いする
保険金と通算して、2,000万円とします。

ただし、故意・重過失損害に対してJIOが支払いを受ける
「住宅購入者等救済基金」からの再保険金の額が制限され
る場合は、JIOが支払うべき保険金の額について、その再
保険金の額を限度とします。

＊ ｢住宅事業者等」とは下記の者をいいます。
　① 住宅事業者
　② 住宅事業関係者 
　③ 上記の ① または ② と雇用契約のある者

⃝ 保険期間は、引渡日を始期として原則10年間です。
　引渡日の午前0時に始まり、10年後の午後12時に終わります。

⃝対象住宅の保険対象部分＊の瑕疵に起因して構造耐力上主
要な部分が基本的な構造耐力性能を満たさない場合または
雨水の浸入を防止する部分が防水性能を満たさない場合を

「事故」といいます。
＊構造耐力上主要な部分および雨水の浸入を防止する部分をいいます。

⃝対象住宅に事故が発生し、住宅事業者が住宅取得者に対し
て瑕疵担保責任を履行することによって生じる損害につい
て保険金をお支払いします。

⃝ 住宅事業者が倒産等の場合は、住宅取得者からJIOに直接
保険金を請求することができます。この場合、JIOがお支
払いする保険金は住宅事業者に対してお支払いしたものと
みなします。

3修補等
住宅事業者（被保険者） 住宅取得者

①保険
　申込

2事故の
通知
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②検査
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■木造（軸組工法）住宅の例 ■鉄筋コンクリート造（壁式工法）住宅の例
雨水の浸入を防止する部分　構造耐力上主要な部分

基礎

斜材

柱
壁
横架材

小屋組
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床版

雨水の浸入を防止する部分構造耐力上主要な部分

基礎杭
基礎

壁

屋根版 屋根

排水管※

※屋根もしくは外壁
の内部または屋内
にある部分

屋根

外壁
外壁 開口部
開口部

床版

※1号保険の場合、工事完了日から1年以内に売買契約され、工事完了日から1年を経過し
て引き渡された住戸の保険期間は、引渡日から10年間となります。

※1号保険でお申込みの場合でも、工事完了日から引渡日までの期間が2年以内の物件は、
2号保険に変更できる場合があります｡

住宅事業者様へ 該当する契約内容に「○」印を入れてください。

保険金支払額の計算式（1回の事故につき）※住宅事業者の倒産等の場合によりJIOが住宅取得者に直接保険金をお支払いするとき

〇
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・戸建住宅
　引渡日から10年間

・共同住宅で1住棟の引き渡しの場合（賃貸アパート等）
　引渡日から10年間

・共同住宅で住戸ごとの引き渡しの場合
　（分譲マンション等 区分所有される住宅）
　【保険の始期】各住戸の引渡日
　【保険の終期】建設工事完了日から11年を経過した日

建設期間 保険期間：10年

工事
完了日

工事
完了日

引渡日 10年後

【工事完了日から引渡日までの期間】
1号保険の場合は1年以内
2号保険の場合は2年以内

住戸Aの保険期間
住戸A引渡日

住戸B引渡日

11年後

【工事完了日から引渡日までの期間】
1号保険の場合は1年以内
2号保険の場合は2年以内

住戸Bの保険期間
建設期間

保険期間の
イメージ

保険期間の
イメージ

⃝以下の費用のうち、JIOが事前に必要かつ妥当と認めた額を保険金としてお支払いします。

①修補費用＊ …………………………………… 材料費、労務費等の事故を修補するために直接必要な費用
＊修補以外の方法（修補以外による履行の追完、代金減額、報酬返還、解除、損害賠償）により瑕疵

担保責任に基づいて支出すべき費用（仮にその事故を修補した場合にかかる費用を限度とします。）
も含みます。

②仮住居費用・転居費用………………………  対象住宅の事故の修補のために、居住者が一時的な移転を余儀なくされたこと
によって生じる仮住居費用および転居費用

③損害調査費用…………………………………  対象住宅に事故が発生したことにより修補が必要となる場合に、修補が必要な
範囲、修補の方法や金額を確定するための調査に必要な費用

※住宅事業者に保険金をお支払いする場合は、上記のほかに「求償権保全費用」についても
　お支払いの対象となります。

項目 支払限度額

「1住宅」または「1住戸」あたりの
支払限度額（保険期間につき）

□ 2,000万円　　□ 3,000万円　　□ 4,000万円　　□ 5,000万円

※住宅取得者が宅建業者である場合を除いて、「故意・重過失特約」が自動的に付帯されます。
（P.3「故意・重過失の場合における取扱い」参照）

▪保険契約ごとの支払限度額

※ 「故意・重過失特約」によりJIOが住宅取得者に直接保険金をお支払いする場合は、仮住居費
用・転居費用および損害調査費用については、それぞれ上記 下線部の金額を保険期間を通じ
ての支払限度額とします。

※共同住宅の場合は、2,000万円のみ（1住戸あたり）

ただし、次の費用については「1回の事故」あたり下記の記載金額を限度とします。

項目 支払限度額

仮住居費用・転居費用 50万円（1住宅または1住戸あたり）

損害調査費用

戸建住宅
（1住宅あたり）

50万円または修補金額の10％のいずれか小さい額
ただし、修補金額が100万円未満で調査費用が10万円以上の場合は10万円

共同住宅
（1住棟あたり）

200万円または修補金額の10％のいずれか小さい額
ただし、修補金額が100万円未満で調査費用が10万円以上の場合は10万円

⃝共同住宅の共用部分に対するお支払いについて
共同住宅の中に保険の対象とならない住戸等（店舗、事務所等の非居住部分を含みます。）がある
場合、共用部分に生じた事故による損害については、 4.お支払いする保険金の内容  に記載してい
る①③の費用に住棟全体の専有部分の床面積に対する保険付保住宅の専有部分の床面積の割合を
乗じてお支払いします。
※区分所有されない共同住宅では、区分所有される共同住宅であったとした場合の専有部
　分に相当する部分（住戸）をみなし専有部分とし、専有部分を「みなし専有部分」と読み替えます。

⃝この保険契約では、免責金額や縮小てん補割合が次のとおり設定されています。

免責金額（1回の事故につき） 10万円（ 戸建住宅：1住宅あたり、共同住宅：1住棟あたり ）

縮小てん補割合
80％
ただし、住宅事業者の倒産等の場合によりJIOが住宅取得者に直接お支払いするときは100％

住宅取得者にお支払いする場合 お支払いする保険金　＝　保険の対象となる損害の合計額　ー　免責金額10万円

⃝次に掲げる事由により生じた損害に対しては、保険金をお支払いいたしません。

⃝故意・重過失の場合における取扱い

用語 説明

住宅瑕疵担保履行法 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成19年法律第66号）をいいます。

瑕疵
住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第2条第5項に規定する

「瑕疵」＊をいいます。
＊種類または品質に関して契約の内容に適合しない状態をいいます。

住宅事業者 保険対象住宅の請負人または売主をいいます。

住宅事業関係者
対象住宅に係る設計、建設工事、工事監理、地盤調査、地盤補強工事を行う者であって、
住宅事業者以外の者をいいます。

1. 保険のしくみ 3. 保険期間 5. 免責金額・縮小てん補割合

6. 保険金をお支払いできない場合（免責事由）

4. お支払いする保険金の内容2. 保険対象となる事故

⃝  住宅事業者を被保険者とする保険です。

⃝住宅事業者が建設工事の着工前に保険を申し込み、JIOは
保険の引受けにあたり検査を実施します。（JIOの検査は保
険引受けの可否を確認するための検査です。）

⃝ 2.保険対象となる事故  に記載のような事故が生じた場合
は、JIOは住宅事業者が瑕疵担保責任を履行するための修
補等にかかった費用または損害賠償金を保険金として住宅
事業者にお支払いします。

⃝対象住宅に事故が発生し、住宅事業者の倒産や廃業等によ
り相当の期間を経過しても修補等の瑕疵担保責任が履行さ
れない場合（以下「倒産等の場合」といいます。）は住宅
取得者からJIOへ直接保険金を請求することができます。

・住宅事業者、住宅取得者、住宅事業関係者またはこれ
らの者と雇用契約のある者の故意または重大な過失

・対象住宅の著しい不適正使用（住宅設計・施工基準を
上回る負荷により生じた損害または用途変更を含みま
す。）または著しく不適切な維持管理（定期的に必要と
される修繕を怠った場合を含みます。）

・洪水、台風、暴風、暴風雨、竜巻、豪雨等の自然現象
または火災、落雷、爆発、暴動等の偶然または外来の
事由または重量車両、鉄道等の通行による振動等

・土地の沈下・隆起・移動・振動・軟弱化・土砂崩れ、土
砂の流入または土地造成工事

・地震もしくは噴火またはこれらによる津波

・対象住宅の虫食い もしくはねずみ食い、対象住宅の性
質による結露または事故によらない対象住宅の劣化

・瑕疵に起因して生じた傷害、疾病、死亡、後遺障害や
対象住宅以外の財物の滅失もしくは き損または対象住
宅や財物の使用の阻害

・JIOまたは住宅事業者がこの保険の引受けにあたり不適
当であることを指摘したにもかかわらず、住宅取得者
が採用させた設計・施工方法もしくは資材等の瑕疵

・対象住宅に関する請負契約または売買契約締結時にお
いて実用化されていた技術では予防することが不可能
な現象

・対象住宅引渡し後の増築・改築・修補（事故の修補も
含みます。）の工事またはそれらの工事部分の瑕疵。修
補工事以外の方法による責任の履行に対してJIOが保険
金を支払った事故の発生した部分および原因となった
瑕疵も同様とします。

・対象住宅に採用された工法に伴い、通常生じうる雨水
の浸入・すきま・たわみ等の事象

・戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装
反乱その他これらに類似の事変または暴動

・核燃料物質（使用済燃料を含みます。）もしくは核燃料
物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含み
ます。）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこ
れらの特性

・石綿もしくはその代替物質またはそれらを含む製品が
有する発がん性その他の有害な特性

この保険契約には、「故意・重過失特約」が自動付帯され
ます（住宅取得者が宅建業者の場合は除きます。）。この
特約により、住宅事業者等＊の故意または重大な過失によ
り生じた事故による損害（以下「故意・重過失損害」と
いいます。）が生じた場合は、住宅事業者の倒産等の場合
にかぎり保険金の支払対象となり、住宅取得者に対して
直接保険金をお支払いします。故意・重過失損害に対し
てお支払いする保険金の限度額は保険期間を通じ、故意・
重過失損害以外の事故による損害に対してお支払いする
保険金と通算して、2,000万円とします。

ただし、故意・重過失損害に対してJIOが支払いを受ける
「住宅購入者等救済基金」からの再保険金の額が制限され
る場合は、JIOが支払うべき保険金の額について、その再
保険金の額を限度とします。

＊ ｢住宅事業者等」とは下記の者をいいます。
　① 住宅事業者
　② 住宅事業関係者 
　③ 上記の ① または ② と雇用契約のある者

⃝ 保険期間は、引渡日を始期として原則10年間です。
　引渡日の午前0時に始まり、10年後の午後12時に終わります。

⃝対象住宅の保険対象部分＊の瑕疵に起因して構造耐力上主
要な部分が基本的な構造耐力性能を満たさない場合または
雨水の浸入を防止する部分が防水性能を満たさない場合を

「事故」といいます。
＊構造耐力上主要な部分および雨水の浸入を防止する部分をいいます。

⃝対象住宅に事故が発生し、住宅事業者が住宅取得者に対し
て瑕疵担保責任を履行することによって生じる損害につい
て保険金をお支払いします。

⃝ 住宅事業者が倒産等の場合は、住宅取得者からJIOに直接
保険金を請求することができます。この場合、JIOがお支
払いする保険金は住宅事業者に対してお支払いしたものと
みなします。

3修補等
住宅事業者（被保険者） 住宅取得者

①保険
　申込

2事故の
通知

4保険金
支払

保険金の
直接請求

保険金
支払

②検査

③保険
　契約

1修補等の請求

倒産等の
場合

事故

JIO

■木造（軸組工法）住宅の例 ■鉄筋コンクリート造（壁式工法）住宅の例
雨水の浸入を防止する部分　構造耐力上主要な部分

基礎

斜材

柱
壁
横架材

小屋組
屋根版

土台

床版

雨水の浸入を防止する部分構造耐力上主要な部分

基礎杭
基礎

壁

屋根版 屋根

排水管※

※屋根もしくは外壁
の内部または屋内
にある部分

屋根

外壁
外壁 開口部
開口部

床版

※1号保険の場合、工事完了日から1年以内に売買契約され、工事完了日から1年を経過し
て引き渡された住戸の保険期間は、引渡日から10年間となります。

※1号保険でお申込みの場合でも、工事完了日から引渡日までの期間が2年以内の物件は、
2号保険に変更できる場合があります｡

住宅事業者様へ 該当する契約内容に「○」印を入れてください。

保険金支払額の計算式（1回の事故につき）※住宅事業者の倒産等の場合によりJIOが住宅取得者に直接保険金をお支払いするとき



住宅瑕疵担保責任保険・一般瑕疵担保責任保険

保険内容のご案内
万が一のときでも安心の保険 !

この保険は、株式会社日本住宅保証検査機構（以下「JIO」といいます。）が
保険の引受けを行う、住宅瑕疵担保履行法に基づく保険です。

商品名称

住宅瑕疵担保責任保険　通称「1号保険※」

一般瑕疵担保責任保険　通称「2号保険※」

このご案内は、新築住宅を取得されるお客様（以下「住宅取得者」といいます。）
に対して、その住宅に付保される「JIOわが家の保険」の重要な事項を説明した
ものです。

引渡後に住宅事業者よりお渡しする「保険付保証明書」もあわせてご確認くださ
い。ご不明な点については、最終ページに記載の【JIOお問合わせ先】までお問
い合わせください。

チェック欄

チェック欄

対象となる保険について、
下記のいずれかのチェック欄に「○」印を入れてください。

【お問合わせ先】
公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター 住まいるダイヤル 0570-016-100（ナビダイヤル）

一部のIP電話からは、03-3556-5147をご利用ください。

・  住宅事業者または住宅取得者の上記サービスの利用のため、JIOは、保険の
引受けにあたり知り得た住宅事業者または住宅取得者の個人情報を含む情
報や物件情報を住宅紛争処理支援センターへ提供します。

・ JIOは、この紛争処理において指定住宅紛争処理機関からの意見照会があっ
たときは意見を提出します。

・JIOは、原則として提示された調停案を受け入れるものとします。

⃝住宅紛争処理支援センターへの無料相談

⃝住宅事業者との間で紛争が生じた場合、全国の指定住宅紛争処理機関（単位弁護士会）
の紛争処理（調停など）を利用することができます。単位弁護士会は全国に52会あり、
簡単な手続きと安価な費用（１回１万円・非課税）で調停等を利用することができます。

※一部の保険付き住宅は申請料が異なる場合があります。 詳しくは住まいるダイヤルま
でお問い合わせください。

⃝申請手続きには保険付保証明書が必要となります。

⃝住宅取得者がJIOへ直接保険金の請求を行った場合の住宅取得者とJIOの間で生じた紛
争のあっせん、調停または仲裁についても指定住宅紛争処理機関に申し立てることがで
きます。

⃝指定住宅紛争処理機関（弁護士会）による紛争処理

保険対象住宅の住宅取得者は、下記の制度がご利用いただけます。

チェック欄 特約条項 概要

故意・重過失特約条項 住宅取得者が宅建業者である場合を除いて、自動的に付帯されます。住宅事業者等の故意・
重過失により生じた事故による損害でも、住宅事業者が倒産等の場合は2,000万円を限度に
保険金をお支払いします。

共同企業体による住宅の供給
に関する特約条項

共同企業体（JV）により供給される住宅に付帯します。住宅取得者による直接請求は、「JV
参加全事業者」が倒産等の場合となります。

分離発注による住宅の供給に
関する特約条項

分離発注により供給される住宅に付帯します。保険の手続き以外、住宅事業者は単独別個に
住宅取得者に対して瑕疵担保責任を負うため、住宅取得者が事故を発見した時には該当工事
の住宅事業者へ連絡を行い、その住宅事業者が倒産等の場合、直接請求となります。

組合施行による市街地再開発
事業およびマンション建替事
業特約条項

市街地再開発事業およびマンション建替事業で住宅を供給する場合に付帯します。建設工事
請負契約において住宅事業者が権利床取得者に対しても保険付保証明書に記載されている「取
得者」と同等の瑕疵担保責任を負うことを約している場合、組合が解散した日以降は、権利
床取得者を取得者に含めます。

共同企業体を含む分離発注に
よる住宅の供給に関する特約
条項

分離発注により供給される住宅で、請け負う住宅事業者の一部が共同企業体（JV）である場
合に付帯します。分離発注のうちJVで請け負った部分の瑕疵については、直接請求は「JV参
加全事業者」が倒産等の場合となります。

転売特約条項 保険期間中に保険付保証明書に記載されている「取得者」（以下、本欄において「第一取得者」）
が保険対象住宅を譲渡＊した場合の取り扱いに関する特約です。住宅事業者の任意で付帯する
ことができ、保険期間中に追加で付帯することも可能です。
住宅事業者（被保険者）が第一取得者から譲渡を受けた人（以下、本欄において「転得者」）
に対し、第一取得者に負うのと同等の瑕疵担保責任を負うことを約して、JIO所定の手続きが
必要です。
この特約により、住宅事業者が転得者の請求により瑕疵担保責任を履行したときも保険金支
払いの対象となり、住宅事業者が倒産等の場合には転得者からJIOに直接保険金を請求するこ
とができます。
保険金の支払限度額は、被保険者、第一取得者および転得者に支払った金額を通算して保険
付保証明書記載の金額とします。
＊転売や贈与などによる譲渡を指し、相続による譲渡にはこの特約を適用しません。

不同沈下上乗せ特約条項 この保険の対象となる事故のうち、基礎または基礎ぐいの瑕疵に起因して対象住宅に不同沈
下（対象住宅の不均一な沈下をいいます。）が発生した場合（以下「不同沈下事故」といいます。）
にお支払いする保険金に関する特約です。
特約付帯には、対象住宅の規模や事業者の登録状況等のJIO所定の条件があります。
保険契約ごとの支払限度額は、不同沈下事故と不同沈下事故以外の事故に支払う保険金を通
算して戸建住宅においては5,000万円、共同住宅においては1住戸あたり3,000万円とします。
不同沈下事故以外の事故の支払限度額は、保険付保証明書記載の保険金額を限度とします。
不同沈下事故に係る損害に限り、P.2 4.お支払いする保険金の内容   の損害調査費用の支払

限度額については戸建住宅（1住宅あたり）「50万円」を「200万円」と読み替えます。また、P.3 
5.免責金額・縮小てん補割合  の「縮小てん補割合の80％」とあるのは「縮小てん補割合の

80％（ただし、不同沈下事故に係る費用または損害賠償金については100％）」と読み替えます。
ただし、この特約が付帯されていても、故意・重過失による不同沈下事故については、
P.3　⃝故意・重過失の場合における取扱い　の通りです。

⃝下記の特約が付帯される場合のみ、該当する項目です。

⃝JIOの経営が破綻した等により保険法人の指定を取り消された場合には、
　国土交通大臣が指定する保険法人にその保険等の業務の全部が引き継がれます。

⃝住宅事業者または住宅取得者の個人情報は、JIOが公開しているプライバシーポリシーに
従い取り扱います。

⃝JIOのプライバシーポリシーは、JIOホームページ（https://www.jio-kensa.co.jp）を
ご参照いただくか、JIOまでお問い合わせください。

事故が発生した場合の手続き

紛争処理に関する事項

この保険に関するお問合せ・連絡窓口（JIO）

保険対象事故に該当すると思われる不具合を発見した場合は、ただちに住宅事業者へご連絡ください。
住宅事業者が倒産等の場合により連絡がとれないときは、JIOへご連絡ください。

カタログ記載内容：2023年12月現在　記載内容は予告なく変更される場合があります。

SN1008-15 （2023.12）

住宅取得者向けの「保険付保証明書」は住宅事業者からの保険証券発行申請に基づき、保険証券と
あわせて発行します。住宅事業者よりお受け取りいただき、大切に保管してください。

〒101-0041  東京都千代田区神田須田町2-6ランディック神田ビル4F
TEL:03-6859-4800（代表）

※1号保険は、住宅瑕疵担保履行法に定める建設業者・宅建業者の資力確保義務に対応する保険です。
　2号保険は、上記資力確保義務がない場合に加入いただける保険です。

受付時間：月～金 10：00 ～ 17：00 （土、日、祝休日、年末年始を除く）

重要事項説明書
住宅取得者の皆様へ  重要なお知らせです
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住宅事業者様へ 対象となる特約条項のチェック欄に「○」印を入れてください。
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住宅取得者

住宅紛争処理支援センター
（公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター）

売買契約等売買契約等

指定住宅紛争処理機関（弁護士会）
によるあっせん・調停・仲裁

支援

住宅事業者瑕疵担保責任瑕疵担保責任

相
談
・
助
言

相
談
・
助
言

申請 申請

紛争

▪JIOお問合わせ先 JIOお客様相談室

この保険に関するお問合わせ・ご相談・苦情等や保険対象事故発生時に住宅事業者が倒産等の場合に
より連絡がとれないときは、JIOへご連絡ください。

TEL : 03-6861-9210 受付時間：月～金 9：00 ～ 17：00
（休日、年末年始を除く）

〇

〇



住宅瑕疵担保責任保険・一般瑕疵担保責任保険

保険内容のご案内
万が一のときでも安心の保険 !

この保険は、株式会社日本住宅保証検査機構（以下「JIO」といいます。）が
保険の引受けを行う、住宅瑕疵担保履行法に基づく保険です。

商品名称

住宅瑕疵担保責任保険　通称「1号保険※」

一般瑕疵担保責任保険　通称「2号保険※」

このご案内は、新築住宅を取得されるお客様（以下「住宅取得者」といいます。）
に対して、その住宅に付保される「JIOわが家の保険」の重要な事項を説明した
ものです。

引渡後に住宅事業者よりお渡しする「保険付保証明書」もあわせてご確認くださ
い。ご不明な点については、最終ページに記載の【JIOお問合わせ先】までお問
い合わせください。

チェック欄

チェック欄

対象となる保険について、
下記のいずれかのチェック欄に「○」印を入れてください。

【お問合わせ先】
公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター 住まいるダイヤル 0570-016-100（ナビダイヤル）

一部のIP電話からは、03-3556-5147をご利用ください。

・  住宅事業者または住宅取得者の上記サービスの利用のため、JIOは、保険の
引受けにあたり知り得た住宅事業者または住宅取得者の個人情報を含む情
報や物件情報を住宅紛争処理支援センターへ提供します。

・ JIOは、この紛争処理において指定住宅紛争処理機関からの意見照会があっ
たときは意見を提出します。

・JIOは、原則として提示された調停案を受け入れるものとします。

⃝住宅紛争処理支援センターへの無料相談

⃝住宅事業者との間で紛争が生じた場合、全国の指定住宅紛争処理機関（単位弁護士会）
の紛争処理（調停など）を利用することができます。単位弁護士会は全国に52会あり、
簡単な手続きと安価な費用（１回１万円・非課税）で調停等を利用することができます。

※一部の保険付き住宅は申請料が異なる場合があります。 詳しくは住まいるダイヤルま
でお問い合わせください。

⃝申請手続きには保険付保証明書が必要となります。

⃝住宅取得者がJIOへ直接保険金の請求を行った場合の住宅取得者とJIOの間で生じた紛
争のあっせん、調停または仲裁についても指定住宅紛争処理機関に申し立てることがで
きます。

⃝指定住宅紛争処理機関（弁護士会）による紛争処理

保険対象住宅の住宅取得者は、下記の制度がご利用いただけます。

チェック欄 特約条項 概要

故意・重過失特約条項 住宅取得者が宅建業者である場合を除いて、自動的に付帯されます。住宅事業者等の故意・
重過失により生じた事故による損害でも、住宅事業者が倒産等の場合は2,000万円を限度に
保険金をお支払いします。

共同企業体による住宅の供給
に関する特約条項

共同企業体（JV）により供給される住宅に付帯します。住宅取得者による直接請求は、「JV
参加全事業者」が倒産等の場合となります。

分離発注による住宅の供給に
関する特約条項

分離発注により供給される住宅に付帯します。保険の手続き以外、住宅事業者は単独別個に
住宅取得者に対して瑕疵担保責任を負うため、住宅取得者が事故を発見した時には該当工事
の住宅事業者へ連絡を行い、その住宅事業者が倒産等の場合、直接請求となります。

組合施行による市街地再開発
事業およびマンション建替事
業特約条項

市街地再開発事業およびマンション建替事業で住宅を供給する場合に付帯します。建設工事
請負契約において住宅事業者が権利床取得者に対しても保険付保証明書に記載されている「取
得者」と同等の瑕疵担保責任を負うことを約している場合、組合が解散した日以降は、権利
床取得者を取得者に含めます。

共同企業体を含む分離発注に
よる住宅の供給に関する特約
条項

分離発注により供給される住宅で、請け負う住宅事業者の一部が共同企業体（JV）である場
合に付帯します。分離発注のうちJVで請け負った部分の瑕疵については、直接請求は「JV参
加全事業者」が倒産等の場合となります。

転売特約条項 保険期間中に保険付保証明書に記載されている「取得者」（以下、本欄において「第一取得者」）
が保険対象住宅を譲渡＊した場合の取り扱いに関する特約です。住宅事業者の任意で付帯する
ことができ、保険期間中に追加で付帯することも可能です。
住宅事業者（被保険者）が第一取得者から譲渡を受けた人（以下、本欄において「転得者」）
に対し、第一取得者に負うのと同等の瑕疵担保責任を負うことを約して、JIO所定の手続きが
必要です。
この特約により、住宅事業者が転得者の請求により瑕疵担保責任を履行したときも保険金支
払いの対象となり、住宅事業者が倒産等の場合には転得者からJIOに直接保険金を請求するこ
とができます。
保険金の支払限度額は、被保険者、第一取得者および転得者に支払った金額を通算して保険
付保証明書記載の金額とします。
＊転売や贈与などによる譲渡を指し、相続による譲渡にはこの特約を適用しません。

不同沈下上乗せ特約条項 この保険の対象となる事故のうち、基礎または基礎ぐいの瑕疵に起因して対象住宅に不同沈
下（対象住宅の不均一な沈下をいいます。）が発生した場合（以下「不同沈下事故」といいます。）
にお支払いする保険金に関する特約です。
特約付帯には、対象住宅の規模や事業者の登録状況等のJIO所定の条件があります。
保険契約ごとの支払限度額は、不同沈下事故と不同沈下事故以外の事故に支払う保険金を通
算して戸建住宅においては5,000万円、共同住宅においては1住戸あたり3,000万円とします。
不同沈下事故以外の事故の支払限度額は、保険付保証明書記載の保険金額を限度とします。
不同沈下事故に係る損害に限り、P.2 4.お支払いする保険金の内容   の損害調査費用の支払

限度額については戸建住宅（1住宅あたり）「50万円」を「200万円」と読み替えます。また、P.3 
5.免責金額・縮小てん補割合  の「縮小てん補割合の80％」とあるのは「縮小てん補割合の

80％（ただし、不同沈下事故に係る費用または損害賠償金については100％）」と読み替えます。
ただし、この特約が付帯されていても、故意・重過失による不同沈下事故については、
P.3　⃝故意・重過失の場合における取扱い　の通りです。

⃝下記の特約が付帯される場合のみ、該当する項目です。

⃝JIOの経営が破綻した等により保険法人の指定を取り消された場合には、
　国土交通大臣が指定する保険法人にその保険等の業務の全部が引き継がれます。

⃝住宅事業者または住宅取得者の個人情報は、JIOが公開しているプライバシーポリシーに
従い取り扱います。

⃝JIOのプライバシーポリシーは、JIOホームページ（https://www.jio-kensa.co.jp）を
ご参照いただくか、JIOまでお問い合わせください。

事故が発生した場合の手続き

紛争処理に関する事項

この保険に関するお問合せ・連絡窓口（JIO）

保険対象事故に該当すると思われる不具合を発見した場合は、ただちに住宅事業者へご連絡ください。
住宅事業者が倒産等の場合により連絡がとれないときは、JIOへご連絡ください。

カタログ記載内容：2023年12月現在　記載内容は予告なく変更される場合があります。

SN1008-15 （2023.12）

住宅取得者向けの「保険付保証明書」は住宅事業者からの保険証券発行申請に基づき、保険証券と
あわせて発行します。住宅事業者よりお受け取りいただき、大切に保管してください。

〒101-0041  東京都千代田区神田須田町2-6ランディック神田ビル4F
TEL:03-6859-4800（代表）

※1号保険は、住宅瑕疵担保履行法に定める建設業者・宅建業者の資力確保義務に対応する保険です。
　2号保険は、上記資力確保義務がない場合に加入いただける保険です。

受付時間：月～金 10：00 ～ 17：00 （土、日、祝休日、年末年始を除く）
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住宅取得者

住宅紛争処理支援センター
（公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター）

売買契約等売買契約等

指定住宅紛争処理機関（弁護士会）
によるあっせん・調停・仲裁

支援

住宅事業者瑕疵担保責任瑕疵担保責任

相
談
・
助
言

相
談
・
助
言

申請 申請

紛争

▪JIOお問合わせ先 JIOお客様相談室

この保険に関するお問合わせ・ご相談・苦情等や保険対象事故発生時に住宅事業者が倒産等の場合に
より連絡がとれないときは、JIOへご連絡ください。

TEL : 03-6861-9210 受付時間：月～金 9：00 ～ 17：00
（休日、年末年始を除く）



৽ங住宅瑕疵保険

。͸3ຕ໨になΓ·す「約内容֬ೝγーτܖ」

保険の重要な項໨を住宅取得者様に説明してください。

ʰܖ約内容֬ೝγーτʱをJIOにఏग़してください。

ʰܖ約内容֬ೝγーτʱに記入してください。

1 2 3

・戸建住宅
　引渡日から10年間

・共同住宅で1住౩の引き渡しの場合（௞ିΞύーτ等）
　引渡日から10年間

・共同住宅で住戸ごとの引き渡しの場合
　（分譲マンション等 区分所༗される住宅）
　【保険の始期】֤住戸の引渡日
　【保険の終期】建設工事ྃ׬日から11年を経過した日

ؒظઃݐ 保険ؒظɿ10೥

工事
日ྃ׬

工事
日ྃ׬

引渡日 10年後

【工事ྃ׬日から引渡日までの期間】
1号保険の場合は1年以内
2号保険の場合は2年以内

住ށ"の保険ؒظ
住戸A引渡日

住戸B引渡日

11年後

【工事ྃ׬日から引渡日までの期間】
1号保険の場合は1年以内
2号保険の場合は2年以内

住ށ#の保険ؒظ
ؒظઃݐ

保険期間の
イϝージ

保険期間の
イϝージ

⃝以下の費用のうち、JIOが事લに必要かつଥ当と認めた額を保険金としてお支払いします。

ᶃम補費用＊ …………………………………… 料費、࿑務費等の事故をम補するために直接必要な費用ࡐ
＊म補以外のํ法（म補以外による履行の追׬、代金ݮ額、報ुฦؐ、解除、損害賠償）により瑕疵

担保責任に基づいて支出す΂き費用（Ծにその事故をम補した場合にかかる費用を限度とします。）
も含みます。

ᶄԾ住ډ費用・転ډ費用……………………… 対象住宅の事故のम補のために、ډ住者が一時的なҠ転を༨ّなくされたこと
によって生じるԾ住ډ費用および転ډ費用

ᶅ損害調査費用………………………………… 対象住宅に事故が発生したことによりम補が必要となる場合に、म補が必要な
ൣғ、म補のํ法や金額を確定するための調査に必要な費用

※住宅事業者に保険金をお支払いする場合は、上記の΄かに「求償権保全費用」についても
　お支払いの対象となります。

߲໨ ౓ֹݶ෷ࢧ

「1住宅」または「1住戸」あたりの
支払限度額（保険期間につき）

˘ 2,000万円　　˘ 3,000万円　　˘ 4,000万円　　˘ 5,000万円

※住宅取得者が宅建業者である場合を除いて、「故意・重過失特約」が自動的に付帯されます。
（P.3「故意・重過失の場合における取扱い」参照）

▪保険ܖ約͝との支払ݶ౓額

※「故意・重過失特約」によりJIOが住宅取得者に直接保険金をお支払いする場合は、Ծ住ډ費
用・転ډ費用および損害調査費用については、それͧれ上記 下ઢ部の金額を保険期間を通じ
ての支払限度額とします。

※共同住宅の場合は、2,000万円のみ（1住戸あたり）

ただし、࣍の費用については「1回の事故」あたり下記の記載金額を限度とします。

߲໨ ౓ֹݶ෷ࢧ

Ծ住ډ費用・転ډ費用 50万円（1住宅または1住戸あたり）

損害調査費用

戸建住宅
（1住宅あたり）

50万円またはम補金額の10％のいͣれか小さい額
ただし、म補金額が100万円ະຬで調査費用が10万円以上の場合は10万円

共同住宅
（1住౩あたり）

200万円またはम補金額の10％のいͣれか小さい額
ただし、म補金額が100万円ະຬで調査費用が10万円以上の場合は10万円

⃝共同住宅の共用部分に対するお支払いについて
共同住宅の中に保険の対象とならない住戸等（ళฮ、事務所等の非ډ住部分を含みます。）がある
場合、共用部分に生じた事故による損害については、 4.お支払いする保険金の内容  に記載してい
るᶃᶅの費用に住౩全体のઐ༗部分の床໘ੵに対する保険付保住宅のઐ༗部分の床໘ੵの割合を
乗じてお支払いします。
※区分所༗されない共同住宅では、区分所༗される共同住宅であったとした場合のઐ༗部
　分に相当する部分（住戸）をみなしઐ༗部分とし、ઐ༗部分を「みなしઐ༗部分」と読み替えます。

⃝この保険契約では、免責金額や縮小てん補割合が࣍のとおり設定されています。

໔੹ۚ （ֹ�ճの事ނにͭき） 10万円（ 戸建住宅：1住宅あたり、共同住宅：1住౩あたり ）

ॖখͯんิׂ合
80％
ただし、住宅事業者の倒産等の場合によりJIOが住宅取得者に直接お支払いするときは100％

住宅取得者にお支払いする場合 お支払いする保険金　ʹ　保険の対象となる損害の合ܭ額　ー　免責金額10万円

⃝࣍に͛ܝる事༝により生じた損害に対しては、保険金をお支払いいたしません。

⃝故意・重過失の場合における取扱い

ޠ༺ આ明

住宅瑕疵担保履行法 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法཯（ฏ੒19年法཯第66号）をいいます。

瑕疵
住宅の඼࣭確保のଅਐ等に関する法཯（ฏ੒11年法཯第81号）第2条第5項に規定する

「瑕疵」＊をいいます。
＊छྨまたは඼࣭に関して契約の内容に適合しない状ଶをいいます。

住宅事業者 保険対象住宅の請負人または売ओをいいます。

住宅事業関係者
対象住宅に係る設ܭ、建設工事、工事؂理、地൫調査、地൫補ڧ工事を行う者であって、
住宅事業者以外の者をいいます。

1. 保険のしくΈ 3. 保険ؒظ 5. 免責金額・縮小てん補割合

6. 保険金をお支払いできない場合（免責事༝）

4. お支払いする保険金の内容2. 保険対象となる事故

⃝住宅事業者を被保険者とする保険です。

⃝住宅事業者が建設工事のண工લに保険を申しࠐみ、JIOは
保険の引受けにあたり検査を࣮施します。（JIOの検査は保
険引受けの可൱を確認するための検査です。）

⃝ 2.保険対象となる事故  に記載のような事故が生じた場合
は、JIOは住宅事業者が瑕疵担保責任を履行するためのम
補等にかかった費用または損害賠償金を保険金として住宅
事業者にお支払いします。

⃝対象住宅に事故が発生し、住宅事業者の倒産やഇ業等によ
り相当の期間を経過してもम補等の瑕疵担保責任が履行さ
れない場合（以下「倒産等の場合」といいます。）は住宅
取得者からJIOへ直接保険金を請求することができます。

・住宅事業者、住宅取得者、住宅事業関係者またはこれ
らの者とޏ用契約のある者の故意または重大な過失

・対象住宅のஶしい不適ਖ਼࢖用（住宅設ܭ・施工基४を
上回る負ՙにより生じた損害または用్変更を含みま
す。）またはஶしく不適切なҡ࣋管理（定期的に必要と
されるमસをଵった場合を含みます。）

Ӎ等の自વ現象߽、רཽ、ਫ、୆෩、๫෩、๫෩Ӎߑ・
またはՐࡂ、མཕ、ര発、๫動等のۮવまたは外དྷの
事༝または重ྔं྆、మಓ等の通行によるৼ動等

・土地の沈下・ོ起・Ҡ動・ৼ動・ೈऑԽ・土่࠭れ、土
࠭のྲྀ入または土地଄੒工事

・地਒もしくは෾Րまたはこれらによる௡೾

・対象住宅の஬৯い もしくはͶͣみ৯い、対象住宅のੑ
࣭による݁࿐または事故によらない対象住宅のྼԽ

・瑕疵に起因して生じたই害、࣬ප、ࢮ๢、後Ҩো害や
対象住宅以外の財物の໓失もしくは き損または対象住
宅や財物の࢖用の્害

・JIOまたは住宅事業者がこの保険の引受けにあたり不適
当であることを指ఠしたにもかかわらͣ、住宅取得者
が࠾用させた設ܭ・施工ํ法もしくは資ࡐ等の瑕疵

・対象住宅に関する請負契約または売ങ契約క݁時にお
いて࣮用Խされていたٕज़では予๷することが不可能
な現象

・対象住宅引渡し後の૿築・վ築・म補（事故のम補も
含みます。）の工事またはそれらの工事部分の瑕疵。म
補工事以外のํ法による責任の履行に対してJIOが保険
金を支払った事故の発生した部分および原因となった
瑕疵も同様とします。

・対象住宅に࠾用された工法に൐い、通ৗ生じうるӍਫ
のਁ入・すきま・たわみ等の事象

・ઓ争、外国の෢力行࢖、ֵ໋、੓権ୣ取、内ཚ、෢૷
൓ཚそのଞこれらにྨࣅの事変または๫動

・֩೩料物࣭（࢖用ࡁ೩料を含みます。）もしくは֩೩料
物࣭によってԚછされた物（原֩ࢠ分྾生੒物を含み
ます。）の์ࣹੑ、ര発ੑそのଞの༗害な特ੑまたはこ
れらの特ੑ

・ੴ໖もしくはその代替物࣭またはそれらを含む੡඼が
༗する発がんੑそのଞの༗害な特ੑ

この保険契約には、「故意・重過失特約」が自動付帯され
ます（住宅取得者が宅建業者の場合は除きます。）。この
特約により、住宅事業者等＊の故意または重大な過失によ
り生じた事故による損害（以下「故意・重過失損害」と
いいます。）が生じた場合は、住宅事業者の倒産等の場合
にか͗り保険金の支払対象となり、住宅取得者に対して
直接保険金をお支払いします。故意・重過失損害に対し
てお支払いする保険金の限度額は保険期間を通じ、故意・
重過失損害以外の事故による損害に対してお支払いする
保険金と通算して、保険付保証明書に記載されている金
額とします。

ただし、故意・重過失損害に対してJIOが支払いを受ける
「住宅ߪ入者等ࡁٹ基金」からの再保険金の額が制限され
る場合は、JIOが支払う΂き保険金の額について、その再
保険金の額を限度とします。

＊ ň住宅事業者等」とは下記の者をいいます。
　ᶃ 住宅事業者
　ᶄ 住宅事業関係者 
　ᶅ 上記の ᶃ または ᶄ とޏ用契約のある者

⃝保険期間は、引渡日を始期として原則10年間です。
　引渡日のޕલ0時に始まり、10年後のޕ後12時に終わります。

⃝対象住宅の保険対象部分＊の瑕疵に起因して構଄଱力上ओ
要な部分が基本的な構଄଱力ੑ能をຬたさない場合または
Ӎਫのਁ入を๷ࢭする部分が๷ਫੑ能をຬたさない場合を

「事故」といいます。
＊構଄଱力上ओ要な部分およびӍਫのਁ入を๷ࢭする部分をいいます。

⃝対象住宅に事故が発生し、住宅事業者が住宅取得者に対し
て瑕疵担保責任を履行することによって生じる損害につい
て保険金をお支払いします。

⃝住宅事業者が倒産等の場合は、住宅取得者からJIOに直接
保険金を請求することができます。この場合、JIOがお支
払いする保険金は住宅事業者に対してお支払いしたものと
みなします。

3मิ等
住宅事業者（被保険者） 住宅取得者

ᶃ保険
　ਃࠐ

2事ނの
௨஌

4保険ۚ
෷ࢧ

保険ۚの
௚઀੥ٻ

保険ۚ
෷ࢧ

ᶄࠪݕ

ᶅ保険
໿ܖ　

1मิ等の੥ٻ

倒産等の
場合

事故

JIO

■木造（軸組工法）住宅の例 ■鉄筋コンクリート造（壁式工法）住宅の例
雨水の浸入を防止する部分　構造耐力上主要な部分

基礎

斜材

柱
壁
横架材

小屋組
屋根版

土台

床版

雨水の浸入を防止する部分構造耐力上主要な部分

基礎杭
基礎

壁

屋根版 屋根

排水管※

※԰ࠜもしくは外น
の内部または԰内
にある部分

屋根

外壁
外壁 開口部
開口部

床版

※1号保険の場合、工事ྃ׬日から1年以内に売ങ契約され、工事ྃ׬日から1年を経過し
て引き渡された住戸の保険期間は、引渡日から10年間となります。

※1号保険でお申ࠐみの場合でも、工事完了日から引渡日までの期間が2年以内の物件は、
2号保険に変更できる場合がありますŇ

住宅事業者様へ ֘౰するܖ約内容に「○」印を入れてください。

保険金支払額のܭ算式（1回の事故につき）※住宅事業者の倒産等の場合によりJIOが住宅取得者に直接保険金をお支払いするとき

ࣄ಺༰ͷ͝Ҋ಺ʢॏཁݥ͸ɺॅ୐औಘऀ༷༻ͷʰอ༷ऀۀࣄ
߲આ໌ॻʣɦ Λ࢖༻ͯ͠ॅ୐औಘऀ༷΁保険ʹ͍ͭͯのॏཁ
Λઆ໌͍ͯͩ͘͠͞ɻ߲ࣄ

ఏग़͕ඞཁͰ͢ɻʹ࣌ࠐ໿ਃܖ໿಺༰֬ೝγʔτ͸ɺ保険ܖ
※ただし、売ങ契約において、保険契約申ࠐ時点で契約がະྃ׬の場合に限り、
　保険証券・保険付保証明書発行申請までに提出してください。

·ͨ͸ Λఏग़͍ͯͩ͘͠͞ɻҎԼͷํ๏Ͱɺ

ʰ保険内容のご案内（重要事項説明書）ɦ が
お手ݩにない場合は、JIOホームページか
らダ΢ンローυいただくことも可能です。

事業者様より重要事項の説明を受けたうえで、
契約内容確認シーτのʲ"住宅取得者様記入欄ʳをご記入ください。

住宅取得者様の記入内容に࿙れがないか確認のうえ、
契約内容確認シーτのʲ#事業者（ඃ保険者）記入欄ʳをご記入ください。

ॅ୐औಘऀ

র͍ͩ͘͞ɻࢀ͸ཪ໘Λ͝「ຊݟೖه」

JIO 8FCγεςϜ
（データのΞップローυ）

'"9ૹ৴

Eϝーϧఴ෇

༣ૹ

JIOホームページ「JIO 8eCシスςム」からΞップローυ

保険契約申ࠐ時：03-6861-9235
保険証券発行申請時：03-6861-9233

kantoV1jio!jio-kensa.coN

〒136-0071　東京都ߐ東区ُ戸１-14-4　第ೋᤈ෋ビル 
  株式会社 日本住宅保証検査機構 業務センターѼ 

໿内容֬ೝγʔτܖ

ऀۀࣄ

ऀۀࣄ

ऀۀࣄ

ऀۀࣄ

ॅ୐औಘऀ

ӈ記ೋ࣍ݩίーυ、またはJIOホームページ「新築住宅かし保険」
のページ内からごཡいただけます。

ॏཁ߲ࣄઆ໌ϜʔϏʔを͝ཡいただ͚·す。
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��

��

ຊݪ ࣸし

ఏग़ํ๏ ૹ෇先・ఏग़先

JIO　保険内容のご案内

SN2038-13（2024.06）

住宅瑕疵担保責任保険・一般瑕疵担保責任保険

保険内容のご案内
万が一のときでも安心の保険 !

この保険は、株式会社日本住宅保証検査機構（以下「JIO」といいます。）が
保険の引受けを行う、住宅瑕疵担保履行法に基づく保険です。

商品名称

住宅瑕疵担保責任保険　通称「1号保険※」

一般瑕疵担保責任保険　通称「2号保険※」

このご案内は、新築住宅を取得されるお客様（以下「住宅取得者」といいます。）
に対して、その住宅に付保される「JIOわが家の保険」の重要な事項を説明した
ものです。

引渡後に住宅事業者よりお渡しする「保険付保証明書」もあわせてご確認くださ
い。ご不明な点については、最終ページに記載の【JIOお問合わせ先】までお問
い合わせください。

チェック欄

チェック欄

対象となる保険について、
下記のいずれかのチェック欄に「○」印を入れてください。

【お問合わせ先】
公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター 住まいるダイヤル 0570-016-100（ナビダイヤル）

一部のIP電話からは、03-3556-5147をご利用ください。

・住宅事業者または住宅取得者の上記サービスの利用のため、JIOは、保険の
引受けにあたり知り得た住宅事業者または住宅取得者の個人情報を含む情
報や物件情報を住宅紛争処理支援センターへ提供します。

・JIOは、この紛争処理において指定住宅紛争処理機関からの意見照会があっ
たときは意見を提出します。

・JIOは、原則として提示された調停案を受け入れるものとします。

⃝住宅紛争処理支援センターへの無料相談

⃝住宅事業者との間で紛争が生じた場合、全国の指定住宅紛争処理機関（単位弁護士会）
の紛争処理（調停など）を利用することができます。単位弁護士会は全国に52会あり、
簡単な手続きと安価な費用（１回１万円・非課税）で調停等を利用することができます。

※一部の保険付き住宅は申請料が異なる場合があります。 詳しくは住まいるダイヤルま
でお問い合わせください。

⃝申請手続きには保険付保証明書が必要となります。

⃝住宅取得者がJIOへ直接保険金の請求を行った場合の住宅取得者とJIOの間で生じた紛
争のあっせん、調停または仲裁についても指定住宅紛争処理機関に申し立てることがで
きます。

⃝指定住宅紛争処理機関（弁護士会）による紛争処理

保険対象住宅の住宅取得者は、下記の制度がご利用いただけます。

チェックཝ ಛ໿৚߲ ֓要

故意・重過失特約条項 住宅取得者が宅建業者である場合を除いて、自動的に付帯されます。住宅事業者等の故意・
重過失により生じた事故による損害でも、住宅事業者が倒産等の場合は2,000万円を限度に
保険金をお支払いします。

共同企業体による住宅の供給
に関する特約条項

共同企業体（JV）により供給される住宅に付帯します。住宅取得者による直接請求は、「JV
参加全事業者」が倒産等の場合となります。

分離発注による住宅の供給に
関する特約条項

分離発注により供給される住宅に付帯します。保険の手続き以外、住宅事業者は単独別個に
住宅取得者に対して瑕疵担保責任を負うため、住宅取得者が事故を発見した時には該当工事
の住宅事業者へ連絡を行い、その住宅事業者が倒産等の場合、直接請求となります。

組合施行による市街地再開発
事業およびマンション建替事
業特約条項

市街地再開発事業およびマンション建替事業で住宅を供給する場合に付帯します。建設工事
請負契約において住宅事業者が権利床取得者に対しても保険付保証明書に記載されている「取
得者」と同等の瑕疵担保責任を負うことを約している場合、組合が解散した日以降は、権利
床取得者を取得者に含めます。

共同企業体を含む分離発注に
よる住宅の供給に関する特約
条項

分離発注により供給される住宅で、請け負う住宅事業者の一部が共同企業体（JV）である場
合に付帯します。分離発注のうちJVで請け負った部分の瑕疵については、直接請求は「JV参
加全事業者」が倒産等の場合となります。

転売特約条項 保険期間中に保険付保証明書に記載されている「取得者」（以下、本欄において「第一取得者」）
が保険対象住宅を譲渡＊した場合の取り扱いに関する特約です。住宅事業者の任意で付帯する
ことができ、保険期間中に追加で付帯することも可能です。
住宅事業者（被保険者）が第一取得者から譲渡を受けた人（以下、本欄において「転得者」）
に対し、第一取得者に負うのと同等の瑕疵担保責任を負うことを約して、JIO所定の手続きが
必要です。
この特約により、住宅事業者が転得者の請求により瑕疵担保責任を履行したときも保険金支
払いの対象となり、住宅事業者が倒産等の場合には転得者からJIOに直接保険金を請求するこ
とができます。
保険金の支払限度額は、被保険者、第一取得者および転得者に支払った金額を通算して保険
付保証明書記載の金額とします。
＊転売や贈与などによる譲渡を指し、相続による譲渡にはこの特約を適用しません。

不同沈下上乗せ特約条項 この保険の対象となる事故のうち、基礎または基礎ぐいの瑕疵に起因して対象住宅に不同沈
下（対象住宅の不均一な沈下をいいます。）が発生した場合（以下「不同沈下事故」といいます。）
にお支払いする保険金に関する特約です。
特約付帯には、対象住宅の規模や事業者の登録状況等のJIO所定の条件があります。
保険契約ごとの支払限度額は、不同沈下事故と不同沈下事故以外の事故に支払う保険金を通
算して戸建住宅においては5,000万円、共同住宅においては1住戸あたり3,000万円とします。
不同沈下事故以外の事故の支払限度額は、保険付保証明書記載の保険金額を限度とします。
不同沈下事故に係る損害に限り、P.2 4.お支払いする保険金の内容   の損害調査費用の支払

限度額については戸建住宅（1住宅あたり）「50万円」を「200万円」と読み替えます。また、P.3 
5.免責金額・縮小てん補割合  の「縮小てん補割合の80％」とあるのは「縮小てん補割合の

80％（ただし、不同沈下事故に係る費用または損害賠償金については100％）」と読み替えます。
ただし、この特約が付帯されていても、故意・重過失による不同沈下事故については、
P.3　⃝故意・重過失の場合における取扱い　の通りです。

⃝下記の特約が付帯される場合のみ、該当する項目です。

⃝JIOの経営が破綻した等により保険法人の指定を取り消された場合には、
　国土交通大臣が指定する保険法人にその保険等の業務の全部が引き継がれます。

⃝住宅事業者または住宅取得者の個人情報は、JIOが公開しているプライバシーポリシーに
従い取り扱います。

⃝JIOのプライバシーポリシーは、JIOホームページ（https://www.jio-kensa.co.jp）を
ご参照いただくか、JIOまでお問い合わせください。

事故が発生した場合の手続き

紛争処理に関する事項

この保険に関するお問合せ・連絡窓口（JIO）

保険対象事故に該当すると思われる不具合を発見した場合は、ただちに住宅事業者へご連絡ください。
住宅事業者が倒産等の場合により連絡がとれないときは、JIOへご連絡ください。

カタログ記載内容：2022年10月現在　記載内容は予告なく変更される場合があります。

SN1008-14 （2022.09）

住宅取得者向けの「保険付保証明書」は住宅事業者からの保険証券発行申請に基づき、保険証券と
あわせて発行します。住宅事業者よりお受け取りいただき、大切に保管してください。

〒101-0041  東京都千代田区神田須田町2-6ランディック神田ビル4F
TEL:03-6859-4800（代表）

※1号保険は、住宅瑕疵担保履行法に定める建設業者・宅建業者の資力確保義務に対応する保険です。
　2号保険は、上記資力確保義務がない場合に加入いただける保険です。

受付時間：月～金 10：00 ～ 17：00 （土、日、祝休日、年末年始を除く）

重要事項説明書
住宅取得者の皆様へ  重要なお知らせです

住宅取得者様用

2022年10月版

住宅事業者様へ
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住宅事業者様へ 対象となる特約条項のチェック欄に「○」印を入れてください。

4

ॅ୐औಘ者

ॅ୐ฆ૪ॲཧࢧԉηϯλʔ
（ެӹஂࡒ法⼈ॅ୐ϦϑΥʔϜ・ฆ૪ॲཧࢧԉηϯλʔ）

ചങܖ໿等ചങܖ໿等

指定住宅紛争処理機関（弁護士会）
によるあっせん・調停・仲裁

支援

ॅ୐事業者ᘥᙪ担保੹೚ᘥᙪ担保੹೚

相
談
・
助
言

相
談
・
助
言

ਃ੥ ਃ੥

紛争

▪JIOお問合わせ先 JIOお客様相談室

この保険に関するお問合わせ・ご相談・苦情等や保険対象事故発生時に住宅事業者が倒産等の場合に
より連絡がとれないときは、JIOへご連絡ください。

TEL : 03-6861-9210 受付時間：月～金 9：00 ～ 17：00
（休日、年末年始を除く）



� 事業者名
（被保険者名）

� 事業者
届出番号

登録
物件番号 :

物件名
4 担当者氏名

#

"

ۀࣄ ʢऀඃ保険ऀʣه��ೖཝ

ॅ୐औಘऀ༷ه��ೖཝ

このܖ約内容֬ೝγーτにͮجき住宅取得者様に֬ೝいただきɺ
ॺ໊·た͸記໊・ԡ印をおئいし·す。

保険ূ݊・保険෇保ূ明書発ߦに͸ɺす΂ての項໨に記入がඞ要です。

約֬ೝ内容 チェック欄ܖ
❶保険金をお支払いする場合と、保険金をお支払いできない場合をご確認いただきましたかʁ はい ˘
❷�保険期間中に事故が発生し、その後事業者が倒産等により相当の期間を経過してもなお瑕疵担保

責任を履行できない場合には、住宅取得者様はम補等に必要な費用をJIOに直接請求できること
をご確認いただきましたかʁ

はい ˘

❸保険金の支払限度額と免責金額についてご確認いただきましたかʁ はい ˘
❹本保険契約に特約条項が付帯されているかどうか、
　また、付帯されている場合は、特約条項の内容をご確認いただきましたかʁ

はい ˘
❺�住宅取得者様と事業者との間に請負契約または売ങ契約に関する紛争が生じた場合、
　指定住宅紛争処理機関による紛争処理手続きの利用ができることをご確認いただきましたかʁ

はい ˘

Λ֬ೝͷ͏͑ɺ͢΂ͯͷ߲໨ʹνΣοΫΛೖΕ͍ͯͩ͘͞ɻ「໿֬ೝ಺༰ܖ」1

2 ॺ名·ͨ͸ه名ɾԡҹΛ͓͍͠ئ·͢ɻ

記入೔

ҹ

住宅取得者様໊

共同住宅（分譲マンション等 
区分所༗される住宅）の場合
のみ記入してください。

ΰϜҹͳͲͰ໊هͷ৔߹ɺඞͣԡҹ͕ඞཁͰ͢ɻ

西暦　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

号ࣨ

保険ਃࠐ住ށ൪߸

ҹ

ΰムҹなどで記໊の場合、必ͣԡҹが必要です。
�

1

2

5 7
6

8

3 4

ʮܖ໿内容֬ೝγʔτʯه�ೖݟຊ

▪Ҏ下を͝ࢀরの͏͑ɺඞ要事項をす΂て͝記入ください。

2024

123

A1234567 株式会社　地尾建設

地尾 太郎保険 かける 様邸

1234567

保険 かける

0 6 0 1

⃝νΣοΫɾهೖ࿙Ε౳˞があると保険証券・保険付保証明書が発行できません。
ຊʹैͬͯ、正しくご記入ください。※チェック・記入漏れ等がある場合、再提出いただく必要があります。ご஫ҙݟೖه⃝

❶�内容をご確認のうえ、͢΂ͯの߲໨ʹνΣοΫ
を入れてください。

❷�ຊγʔτΛهೖ͍͍ͨͩͨ೥݄೔を記入してく
ださい。

❸ॺ໊または໊هɾԡҹをおئいします。

❹�取得される住宅がڞಉॅ୐（分譲マンション等 
区分所༗される住宅）の৔߹は、部԰൪号を記
入してください。
※௞ିΞύーτ等の共同住宅の場合は、部԰൪号の記入は不要です。

。ಧग़൪߸を記入してくださいऀۀࣄ❺

❻�請負契約で保険ܖ໿ਃ࣌ࠐʹఏग़の৔߹は、登
録物件൪号のهೖ͸ෆཁです。

 ೖしてください。分離発注・JV等هΛ໊ऀۀࣄ�❼
連໊での保険申ࠐの場合は、װ事会社のみ事業
者໊をご記入ください。

❽�担当者のお໊લをϑϧωʔϜͰごهೖいただき、
୲౰ऀҹΛԡҹしてください。

保
険

保
険

住宅取得者様が͝記入ください。

事業者様が͝記入ください。

SN2038-13（2024.06）

（法⼈の場合は、法⼈名に加え代表者等の氏名もご記入ください。）



� 事業者名
（被保険者名）

� 事業者
届出番号

登録
物件番号 :

物件名
4 担当者氏名

໿内容֬ೝγʔτܖ

⿎この「契約内容確認シーτ」は、住宅を建設する事業者様またはൢ売
する事業者様（以下「事業者」といいます。）が申しࠐむ「JIOわが家
の保険」の契約内容のうち、重要な項目を発注者様またはങओ様（以
下「住宅取得者様」といいます。）にご理解いただいたことを確認す
るためのものです。

⿎以下"・#の記入欄に࿙れなくご記入いただき、株式会社 日本住宅保
証検査機構（以下「JIO」といいます。）へご提出をおئいいたします。
ご不明な点がご͟いましたら、保険取࣍ళまたはJIOまでお問い合わ
せください。

⿟チェック・記入࿙れ౳˞があると保険証券・保険付保証明書が発行できません。
⿟記入ݟຊを͝ࢀরのうえ、ਖ਼しくご記入ください。　※チェック・記入࿙れ等がある場合、再提出いただく必要があります。

#

"

ۀࣄ ʢऀඃ保険ऀʣه��ೖཝ

ॅ୐औಘऀ༷ه��ೖཝ

このܖ約内容֬ೝγーτにͮجき住宅取得者様に֬ೝいただきɺ
ॺ໊·た͸記໊・ԡ印をおئいし·す。

保険ূ݊・保険෇保ূ明書発ߦに͸ɺす΂ての項໨に記入がඞ要です。

Λ֬ೝͷ͏͑ɺ͢΂ͯͷ߲໨ʹνΣοΫΛೖΕ͍ͯͩ͘͞ɻ「໿֬ೝ಺༰ܖ」1

2 ॺ名·ͨ͸ه名ɾԡҹΛ͓͍͠ئ·͢ɻ

記入೔

ҹ

住宅取得者様໊

共同住宅（分譲マンション等 
区分所༗される住宅）の場合
のみ記入してください。

西暦　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

号ࣨ

保険ਃࠐ住ށ൪߸

ҹ

ΰムҹなどで記໊の場合、必ͣԡҹが必要です。
�

৽ங住宅瑕疵保険

約֬ೝ内容 チェック欄ܖ
❶保険金をお支払いする場合と、保険金をお支払いできない場合をご確認いただきましたかʁ はい ˘
❷�保険期間中に事故が発生し、その後事業者が倒産等により相当の期間を経過してもなお瑕疵担保

責任を履行できない場合には、住宅取得者様はम補等に必要な費用をJIOに直接請求できること
をご確認いただきましたかʁ

はい ˘

❸保険金の支払限度額と免責金額についてご確認いただきましたかʁ はい ˘
❹本保険契約に特約条項が付帯されているかどうか、
　また、付帯されている場合は、特約条項の内容をご確認いただきましたかʁ

はい ˘
❺�住宅取得者様と事業者との間に請負契約または売ങ契約に関する紛争が生じた場合、
　指定住宅紛争処理機関による紛争処理手続きの利用ができることをご確認いただきましたかʁ

はい ˘

ΰϜҹͳͲͰ໊هͷ৔߹ɺඞͣԡҹ͕ඞཁͰ͢ɻ

（法⼈の場合は、法⼈名に加え代表者等の氏名もご記入ください。）

৽ɹங ᶅJIO提出用

保険取࣍ళ໊ 保険ืू人

登録൪号

໊　ࢯ

JIO࢖用欄

ҹ

登録物件൪号

保険取࣍ళ・JIO記入欄

SN2038-13（2024.06）

A0201707 株式会社アーキセプト


